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 Although a lot of firms try to reduce costs by outsourcing, they need to consider ways of getting effective 
use of the other firms' competence. Two business policies are presented to give proper incentives which get 
the competence offered. The first policy is merging and acquiring the firm. This follows the incomplete 
contracts theory which has been adovocated by Grossman, Hart and Moore. This theory shows that residual 
rewards uncovered by an incomplete contract are given to the owner of the dispensable resources for the 

purpose of the contract. However, merger and acqusition can provide firms with various kinds of problems. 
The second policy is giving competitive pressure to multiple firms which supply the same operation. 
Competitive pressure is offered through increasing and decreasing the amount of the outsourcing operation. 
This pressure can provide suppliers with the incentive to offer their competence fully. However, the more 
suppliers there are, the higher the setup and monitoring costs become.

1序

1980年 代に支配的だった経営戦略のアプローチは、Porter(1980)を 嚆矢 とする競争戦略 アプロ

ーチであった。このアプローチは、産業組織論のSCP(構 造一行動一成果)パ ラダイムに依拠 して

いて、競争相手に対 して防衛的な立場を形成することによる競争優位の獲得 を強調 している。そ

こでは業界の競争構造が着 目され、競争の少ない構造を形成す ることが企業成果を高めるとされ

た。実際、Porter(1980)が基本戦略 として指摘 した、コス トリーダーシップ、差異化、集中のいず

れの戦略 も競争を回避 した り緩和 させることを目的としている。こうした競争戦略アプローチに

対 し、経営資源か ら生 じるレン トに注 目す ることで、競争優位の獲得 を分析 しようとするアプ ロ
ーチが有力 となってきた

。このアプローチは、企業成果の基本的な決定要素 として、競争優位 を

実現す る経 営資源 と、それ を持続 させ る模倣 阻止要 因 としての隔離メ カニズム を強調す る

(Wernerfelt,1984;Conner,1991;Peteraf,1993)。 模倣阻止要因 として重要だとされた経営資源は、市

場からの調達が難 しく蓄積するのに時間のかかる情報的資源であり(吉原,1981;Itami,1987)、 具体

的にはスキルや技術、そしてノウハウといったコンピタンズあるいはブランドや組織文化 などが

該当する。

現在、経営資源の関心は、資源の蓄積や獲得の方法へ と移行 して きている。 コア ・コンピタン
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スの概念(HamelandPrahalad;1994)や 動的能力(DynamicCap稈ility)の 概念(Helfat,1997;Teece,Pisano

andShuen,1997)は 、こうした流れに沿った もので、環境変化への対応を重視 し、資源や能力をベ
ースにした競争優位の形成をダイナミックに把握 しようとする

。このダイナ ミクスは、市場地位

の情報をフィー ドバ ックさせ、不可欠な資源 を明確 に し形成 してい く展開であると考えられる。

競争戦略 と経営資源戦略の両アプローチの関係では、競争戦略の実効性 を確保する裏づけとし

て経営資源の存在 を捉えてい くことができるだろう。たとえば、製品差異化 という競争戦略 を採

,用 しようとする企業 は、差異化 を生みだす経営資源の存在が不訂欠 となる。HuntandMorgan

(1995,1996)に よれば、相対的 に高い財務上の利益 は、相対的に優位な市:場地位 とそれに必要な経

営資源の調達費用 を反映 じた ものであるとされる。このアプローチは、競争戦略に経営資源戦略

を補完 したもの、あるいは両者 を統合 したものと言えるだろう。HuntandMorgan(1995 ,1996)は 、

競争の中で刻々 と変化する市場地位が、必要 な経営資源は何かを指 し示す契機 となる と指摘 して

いる。そして、その調達費用をあわせて考察することで財務上の利益 と結びつけている。

図1は 、HuntandMorgan(1995,1996)の 考察を図示 したものである。図1の45度 線 よりも左上に位

置する企業は、諸資源の生みだす価値がそれらを確保する費用 を上回り、財務的に利益を生み出

している。図1で は、A社 とC社 がこれにあたる。それ に対 し、45度 線 よりも右下に位置する企業

は、諸資源の生みだす価値がそれ らを確保する費用 を下回 り、財務的に損失 を出 している。図1で

は、B社 とD社 が該当する。B社 は、高い価値 を生み出す資源 を確保 し市場地位 も得てL>る が、資

源の調達費用が大 きいために、損失が生 じている。二方、C社 は、確保 している資源の生み出す

価値 は小 さく市場地位 も優位 にあるとはいえないが、資源の調達費用を低 く抑 えているために、

小 さいながらも利益 をだしている。このことか ら理解 されるのは、資源の創出する価値の実現 と

その維持 に集中するあまり、資源 を確保する費用を軽視できないということZあ る。

図1資 源創出価値 と資源調達費用の45度 線 グラフ

他社か らの模倣 を阻止する観点か らすれば、他社 に委ねる活動をなるべ く少な くしようとす る

誘因は高まる。生産設備 を自社開発の独 自の機械で構成 し、部品や材料の多 くを自社内で生産す

るや り方である。いわば商品や技術のブラックボックス化 を図る方法 と言えるであろう。

しかし、それ らの活動 に必要 な資源、特にコンピタンスの調達にかかる費用や時間を考 えると、

他社を活用せ ざるを得 ない。また、他社の優れた経営資源を使 わず、内部の資源に執着すること

は唯我独尊を招 き、かえって創 出される価値 を低めることもある。財務的成果 を上げるには、競

争優位の源泉 となる資源 を見いだし、低い費用で獲得 していくことが求め られる。

競争優位 に結びつ く経営資源 は、単一の資源の場合 もあるが、相互に連結 した資源である場合
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が多いと考えられる。特に、持続的な優位 を生みだすためには、模倣 を困難 にさせる資源の相互

連結性が重要になる(DierickxandCool,1989;Bamey,1991;Grant,1991)。 、複数のすべての資源 を自

社内でうみだすことは大きな費用負担 となるので、たとえ資源問の補完性があったとしても自社

内で開発する資源 と外部か ら調達す る資源 とを区別する必要が出てくる。この点で、各企業 にと

っての、コア ・コンピタンス を明確 にする意義がある。コア ・コンピタンス とは、他社 には提供

できないような利益を顧客にもたらすことので きる、企業内部に秘められた独 自のスキルや技術

の集合体である(HamelandPrahalad,1994)。 競争優位の実現に不可欠なコア ・コンピタンスに関連

す る活動は、 自社の内部でお こなう一方、そうでない活動については、適切なコンピタンス をも

つ外部の企業に委託する。こうすることで、費用効率の最適化 を実現する可能性が高 まる。半導

体製造装置の輸入 と製造で急成長 してきた東京エレク トロンでは、「コアになる技術 と周辺の技術

に分 けると、コアになる技術に関 しては徹底 して自分 たちでやらなくちゃいけない と思っていま

す。半導体製造装置でいうと、フ.ロセス(生 産工程)技 術、あるいは熱に関す る技術ですね。そ

れに対 して、ウエハーをその化学反応室 に運ぶロボッ トな どは自社で開発せず、ほかの会社につ

くってもらいます」(東哲朗社長)と して、コア技術以外は積極的に外部企業を活用 している(1)。

こうした外部企業の活用(ア ウ トソーシング)に あたっては、2つ の考察が必要 となる。第1の

考察 は、 どの活動 を自社内でおこない、どの活動を委託するかである。何が、 自社 にとってのコ

ア ・コンピタンスであるかの判断である。第2の 考察は、外部に委託 した活動において、いかにし

てコンピタンスを十分に発揮 させ、自社へ貢献 させるかについてである。この ことは、活動を委

ねた企業 にどのようなインセンティブを与えるか、という問題であると言えるだろう。本稿では、

第2の 問題の解決策として、所有権の提供 と競争圧力 という2つ のインセンテ ィブの供与 につい

て考察 してい く。

皿 資源の所有によるインセンティブ

コンピタンスをもつ外部企業の活用について考 える前に、プリンシパルと、なんらかの仕事 を

達成す るために雇われたエージェン トの関係 を最初に検討する。エージェンシー理論が論 じるよ

うに、適切なインセンティブが、エージェン トに対 して提供 されなければならない。プリンシパ

ルは、エージェントの努力水準 を直接測定することはで きない場合、斗 一ジェン トへの報酬 を成

果 と関連づける必要がある。セールスマンへ の歩合制 などが,典型例である。エージェンシー理論

の基本的結論 の1つ は、エージェントにアウ トプットの分配を約束することで、エージェンシー問

題を緩和あるいは解決で きるということである(H韻,198g)。

しかし前 もって、努力水準に対 して得 られ うる成果 を明確 に把握で きなければ、エージェンシ

ー問題の解決は難 しくなる。たとえば、エージェンシー理論で典型的な企業の所有者(プ リンシパ

ル)と経営者(エ ージェント)の関係において、経営者の意思決定活動 に関する情報 を、所有者が十

分に持 っていない場合を想定 してみる。経営者への報酬を、単純 に売上や利益 とリンクさせるこ

とは、長期的コミッ トメン トの必要な研究開発な どへ の資源投入 を妨げることになる。長期的な

コミットメン トを経営者 に求める場合には、不確定的要素が どうして も大 きくな り、努力水準 と

得 られうる成果 との関係が確定 されにくくなる。エージェンシー理論による解決は、エージェン

トが行 う可能性のある活動すべての限界価値 と、それに対応する限界費用 を一致 させる、包括的
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契約 を結ぶプリンシパルの能力を要求する(Hart,1989)。 もしプリンシパルが、こうした能力 を持

ち合 わせているなら、完備契約 を締結す ることができる。完備契約 とは、第三者による強制力め

ある契約であ り、契約締結時にすべての条件 を契約の対象 とできるものである。一方、立証の難

しさのために第三者 による強制力がなく、不確実性が多いためにすべての事態 を契約の対象 とで

きないものを不完備契約 という(HartandMoore ,1990)。

他社 に対 して、部品の供給や各種のアウトソーシングを自社向けに依頼するとき、その契約 は

不完備 な性質をもつことが多 くなる。浅沼(1997,pp.222-225)に よると、自動車部品メーカーは、
組立メーカーか ら関係的技能を要求されているという。 関係的技能とは、組立メーカーのニーズ

または要請に対 して効率的に供給するために、供給側 に要求される技能のことである。 この技能
を形成す るには、供給側が蓄積 して きた基本的な技術的能力の基礎の上に、特定の組立メーカー

との反復的な相互作用を通 じての学習が付加 されることを要する。組立メーカーが契約の際 に
、

部品メーカーの基本的な技術や能力 を正確 に把握 したとしても、反復 的な相互作用 を通 じた学習

の成果あるいは水準 を前 もって確定することは困錐である。組立 メーカーが関係 的技能を要求す

ること自体、契約を不完備に していることになる。アウトソーシングの場合 も、通常その関係 は
長期にわたり、契約の包括性か らみても不確実性の生 じる可能性は大である。起 こりうるすべて
の事態 を契約の対象 とすることは難 しい上に、成果や努力水準を前 もって正確に把握することも

困難であろう。

完備契約 を締結することが難 しい理由は、人間の意思決定が限定合理性 に支配 されているから

である。加 えて契約 当事者間に特定的投資が存在する場合には、機会主義的行動が生 じやす くな

る。取引コス ト理論 によれば、機会主義的行動が横行する場合 には市場での取引 よりも企業内部

に活動 を組織化することが好 ましいとされる(Williamson ,1979)。 エージェンシー理論 は、企業内

部のインセンティブ ・メカニズムを考察 してきたが、取引コス ト理論が扱った限定合理性下の企'

業の境界問題 について説明することはなかった(Hart,1989)。 ぐれに対 し、80年 代後半 に登場 した

所有権理論(=不 完備契約の企業理論,GrossmauandHart ,1986;Hart,1989;HartandMoore,1990)は 、

取引コス ト理論 における限定合理性の概念 を前提 とした上で、契約が不完備な際に生 じるインセ

ンティブ問題を所有権の所在によって解決 しようとする。 この理論は、重要な資源の所有 とコン

トロールの仕方によって丶さまざまな組織間関係を決定する際のフレームワークを提供 している

と言えるだろう。

所有権理論 の重要な前提 は、エージェンシー理論における契約 と異な り、現実の契約がほとん
ど常に不完備であるとすることである。予測が不可能なことや詳細 に検討するには費用がかか り

すぎるとい う理由で、契約外の事柄が必ず発生するためである。 これは、限定合理性の もたらす

自然の成 り行 きである。不完備契約の当事者は、成果の配分に関して契約上い くつかの権利 を有

しているが、契約に含 まれない残存成果が残 されている。この残存成果 を分配す る制度が所有権

である。残存する成果をめぐっての権利関係が所有権によって解決される。

所有権の対象 について、HartandMoore(1990)1竓B 、工場、あるいは顧客 リス トのような物的

資源 に限定 して考察 している。 しか し、技術やノウハ ウなどのコンピタンスも所有権の対象 とす

るべ きだと思われる。Brynjolfsson(1994)は 、限界価値の生成に影響を与 える情報的資源は1物 的

資源 と同等に重要であ り、所有権の対象 と考えるべ きだとしている。法律 的に厳密な所有権は と

もか く、 自社 や取引先が どの ようなコンピタンスを有 しているか、 どの程度の価値があるかを、

企業は認識 しているとみるべ きだろう。 また、競争優位の維持は、模倣 されに くいコンピタンス
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に大 きく依存 している(HamelandPrahalad,1994)。 持続的競争優位 にとって重要な資源であ り、現

実の経営活動の観点からも、こうした資源を所有権 の対象か ら除 くことはできないと思われる。

今、2つ の企業MとNが 、資源afとaiと をそれぞれ所有 していると仮定 しよう。afは有形の物的

資源であり、aiは ノウハウや技術のようなコンピタンスであるとする。さらに、双方の資限は互

いに補完的であ り、双方にアクセスで きない と、何 ら価値ある成果 をうみだ さないと仮定する。

つま りコンピタンスは、他の資源 と結びついて初めて価値 を創造するとの仮定である。 もし、将

来生 じうる不確実性への対応 に関して、完備契約 を結ぶことができないとすると、 どうなるだろ

うか。所有権理論にもとついて考察する(2)。

まず、企業Mが 、投資を行い価値 を創出す るならば、企業Nに よるホ憎ル ドアップにあってし

まうであろう。なぜな ら、企業Mは 価値 を生みだす ために、企業Nの 資源aiを必要 としているか

らである。aiの使用 に関 して完備契約が交わされていない とすると、MとNは 、生みだされた価

値の余剰部分について、バーゲニングをおこなう。ナッシュ交渉のもとでは、生みだされた限界

価値の1/2を 獲得できるとそれぞれが期待する。各企業は、 自社がとる行動 によって生 じる限界費

用 に、受け取ることを期待 している限界価値 を一致 させ ようとする。 ところが、バ ーゲニングに

よって、生 じる限界価値の半分のみ しか獲得できないのZ、 各企業は努力水準 を減らすことになる。

ナッシュ交渉解は、2者 の関係からn人 のケースに一般化することができる。 しか し、エージェ

ン ト間の結託の相互作用の可能性が複雑 さを高めることになる。 この点、 シャープレイ値は、複

数のエージェン ト間のナッシュ交渉について簡潔な解 を与 えるとともに、独立性、対称性、効率

性および線形性 などめ性質を、それが算出される諸変数 について満足 している(Rasmusen,1989,

p.242)。 シャープレイ値の考え方は、形成 される可能性のあるさまざまな結託に対する、限界的な

い しは追加的な寄与の平均 を、エージェントiが うけとるというところにある(3)。ここでは、適

用可能性の広 さからシャープレイ値 を用いて検討する。

企業は・MとNの2社 であるから、2人 のエージェン ト(エージェン ト1,エ ージェント2)の場合で

シャープレイ値を考えることになる。エージェント1がメンバーとなる結託は、{エージェント1,エ ー

ジェン ト2}と{エ ージェント1}の どちらかである。 よって企業MとNで 考えた場合、Mは{M ,

N}3M)と いう2つ の結託の どち らかのメンバー となる。それぞれの結託は、確率112で 生 じる。

資源が別々に所有 されているとき、企業Mは 、第1の 結託において、双方の資源にアクセスするこ

とができる。第2の 結託においては、物的資源 にしかアクセスできない。企業Mが 期待 しうる限界

価値 は、112vM(af,ai)+112vM(af)と なる。vM(・)は 、企業Mの 活動の変化にともなう総価値の導関数

である。 この値が限界費用dM(・)と 等 しいことは、企業Mに とって利潤最大化の第1条 件 となる。

また、vN(・)とd。(・)も同様に定義する。なお、XMはMの 努力水 準、x.はNの 努力水準を示 している。

各企業の行動は次のように表される。

1/2vM(af,ai)十112vM(af)=cgM(xM)(1a)

1/2vN(af,ai)十1/2vN(ai)=c「N(xN)'(1b)

企業Mの 資源afとNの 資源aiは 、両方 とも使われてはじめて価値 を生みだす補完性が仮定 され

ているので、上記両式 の左辺の第2項 はゼロとなる。 よって、両企業は、創 出される限界価値の

112に等 しい限界費用の水準で努力する。

もし、傘業Mにaiの 所有権を与 えることを考 えてみ よう。この場合には、企業Mが すべての資

源を所有 しているので、企業Nは 企業Mの 活動に対 して、ホール ドアップ行動 をとることはな く
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な る。 そ の 結 果 、 企 業Mの イ ン セ ンテ ィブ は改 善 し、 努 力 水 準 を 高 め る 。

組 織 の 範 囲 の 問 題 は 、 各 企 業 が 受 け取 る こ と を期 待 す る価 値 の 配 分 を最 大 に す る所 有 権 の 配 分

方 法 の 選 択 問 題 と して 考 え られ る。 イ ンセ ン テ ィ ブ の 十 分 な提 供 を配 慮 す れ ば 、 補 完 性 あ る複 数

の 資 源 を1つ の 企 業 が保 有 す る形 を とる こ とが 望 ま しい とい え る だ ろ う。

双 方 の資 源 が 企 業Mに よっ て 所 有 され た場 合 、

1/2vM(af,ai)十1/2vM(af,ai)=c'M(xM)(2a)

1/2vN(af,ai)=c'N(xN)(2b)

とな る。vN(ai)=0で あ るか ら、 企 業Nの イ ン セ ン テ ィ ブ に は 、 影 響 を与 え な い 。 しか し、 双 方 の

資 源 を所 有 す る、 企 業Mの イ ンセ ン テ ィ ブ は 、(1a)と(2a)を 比 べ れ ば分 か る よ う に 大 き く改 善 さ れ

て い る 。 企 業NがMの 物 的 資 源afを 買 収 した場 合 も同様 に、

1/2vN(ai,af)十1/2vN(ai,af)=c冒N(xN)(3a)

1/2vM(ai,af)=c,M(xM)(3b)

と な り、 両 方 の 資 源 を所 有 す る企 業Nの イ ンセ ン テ ィ ブ は 改 善 され る。 ま た 、 補 完 性 の あ る3つ の

経 営 資 源af,ai1,ai2をM、N、0の3つ の企 業 が そ れ ぞ れ 保 有 して い る場 合 も、 そ の 中 の1社 が す べ

て の 経 営 資 源 を所 有 した 方 が イ ン セ ン テ ィ ブ は 高 ま る 。 た と え ば 、3社 が そ れ ぞ れ所 有 す る場 合

(4a)と 企 業Mが 所 有 した場 合(4b)と を比 較 す れ ば 、 次 の よ うに な る(4)。

1/3vM(af,ail,ait)+1/6vM(af,ail)+U6vM(af,ait)+1/3(af)=c'M(xM)(4a)

1/3vM(af,ail,ait)+1/6vM(af,ail,ait)+1/6vM(af,ail,ait)+1/3vM(af ,ail,ai2)=c'M(xM)(4b)

Mが 、afの み を所 有 して い る場 合 に は、 創 出 され る 限 界 価 値 の1/3の み をMが 得 る こ と に な り、M

は努 力 水 準 を減 少 させ る。 そ れ に対 し、af ,ai1,ai2の3つ の 経 営 資 源 を有 す る場 合 、創 出 され る 限

界 価 値 と努 力 水 準 を 一 致 で き る の で 、所 有 しな い場 合 に比 べ て 、 努 力水 準 を 向上 させ られ る 。

所 有 権 ア プ ロ ー チ の 理 論 的 帰 結 は 、 補 完 性 あ る 資 源 をす べ て1つ の 企 業 に所 有 させ る こ とで 、 資

源 に も とつ く活 動 へ の イ ンセ ン テ ィ ブ を確 保 し よ う と す る。 そ の 結 果 、企 業 買 収 や 合 併 とい う解

決 策 が と ら れ る可 能性 が あ る 。 しか し、 こ の 解 決 策 に は 、 固定 費 増 大 とい っ た財 務 的 な 問 題 以 外

に、 い くつ か の 問 題 点 が あ る 。 第 一 に、 残 余 成 果 の 請 求 者 と実 際 の 価 値 創 造 者 とが 一 致 す る か ど

うか で あ る 。 も ち ろ ん 、 一 致 させ る た め に、 買 収 や 合 併 をお こ な う わ け で あ る が 、 実 際 に価 値 創

造 す る 人 と剰 余 請 求 者 が 一 致 しな い場 合 、 企 業 間 の エ ー ジ ェ ン シー 関 係 が 企 業 内 の エ ー ジ ェ ン シ

ー 関 係 に な る だ け で
、 価 値 創 造 は効 率 的 に は な らず 、 逆 に合 併 し ない と き よ り も非 効 率 に な る こ

と もあ りう る 。

第 二 に 、 買 収 や 合 併 を行 っ た 場 合 、 組 織 の 巨大 化 に よ り企 業 内 の 管 理 シ ス テ ム の 集 中 に よ る情

報 処 理 の 費 用 や調 整 の 難 しさが 問 題 に な る 。 そ れ に乗 じて 、 従 業 員 が 企 業 内 で の分 配 に影 響 を与

え る た め に、 イ ン フル エ ンス 活 動 を行 う可 能 性 が あ る(MilgromandRoberts ,1992,pp.269-280)。 そ の

費 用 は イ ン フ ル エ ンス ・コス トと呼 ば れ 、 非 生 産 的 活 動 に使 わ れ る資 源 、 イ ン フ ル エ ン ス活 動 で

不 適 切 な意 思 決 定 が 行 わ れ る こ とに よ る損 失 、 そ れ を 防 ぐた め の 政 策 、 意 思 決 定 方 法 、 組 織 構 造

の 変 更 に よ る組 織 の効 率 の低 下 が あ る(Meyeretal.,1992)。 買 収 ・合 併 に よっ て 生 じる 、 イ ン フ ル

エ ン ス ・コ ス トを解 決 す る 方 法 と して 、 別 会 社 と して 分 離 させ る こ とが 考 え られ る 。 この 場 合 に

は 、 ホ ー ル ドア ップ 問 題 解 決 の た め の 合 併 か 、イ ン フ ル エ ンス ・コ ス ト削 減 の た め の 別 会 社 化 と

い う矛 盾 した 意 思 決 定 に 直 面 す る こ とに な る 。
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第三に、買収や合併 によって新たに獲得 されたコンピタンスが、新 しい組織の中で従来 どお り

役割 を果たすかとい う問題がある。特定の技術領域で専門知識 を有する組織は、その領域の知識

を確実に評価 し、獲得 し、そ して商業化する能力、吸収能力(absorptivecapacity;)を有する(Cohen

andLevinthal,1990)。 しか し、反対 に、これまでとは異なった領域の異質な知識を獲得する場合に

は、この面で吸収能力 をもつ企業よりも、相対的な意味で劣位に立たされることになる。それぞ

れの企業の学習プロセスは、組織活動の範囲 を制約する働 きをもっている。

Leonard-Barton(1992)1よ、企業間に差異化 をもたらすコンピタンスを形成する資源には4つ の次元

があると指摘 している。(1)従 業員のもつ知識や技術、(2)技 術的システム、(3)経 営システム、(4)

価値観 と規範、である。これらの4つ が、密接に結びついて成果を上げていると考えられる。 もし

環境の変化にともない、これらの4つ のいずれかが陳腐化 し、製品開発などの活動 と適合 しな くな

ると、結果として活動の進捗を妨げる現象(Corerigidity)が現れるという(Leonard-Barton ,1992)。 合

併や買収 は、経営資源を獲得する方法の1つ であるが、合併相手や被買収企業の経営システムや価

値観 を引 き継 ぐことは難 しい。それぞれの企業は、独 自の歴史をもち、固有の文化、固有の企業

内諸制度 を確立 している。4つ の次元のうち、い くつかが損なわれた形では、買収や合併前の成果

を保持することは困難になるかもしれない。また、Conner(1991)は 、企業組織内部で活動を行い経

営資源 を形成 した方が、企業活動に適合性の高い知識や技能あるいルーチンをうみだす傾向があ

る としている。それぞれの企業で展開されてきた歴史的な経路が、企業内部で経営資源間の補完

関係をつ くりあげ、新たに獲得 した経営資源 との不適合 を生 じさせると考えられる。

企業 をまるごと買収 した り合併することに、以上のような問題点があるとすれば、必要な資源

を個別に売買する方策がとられることになる。 しか し、上記のような企業内部の補完性や取引対

象 にす ることの難 しさの ため に、 コンピタンス のみの売買は困難 な もの になる と思わ れるO

Bry両olfsson(1994)も 、組織依存性や逆選択問題の観点か ら情報的資源の企業間移転の難 しさを指

摘 している。そこで、設備 などの物的資源をコンピタンスの保有企業に譲渡する選択が望ま しい

と考えられる。先の例で言えば、企業Nが 企業Mの 物的資源の譲渡をうけた(3a),(3b)のケースである。

皿 競争圧力によるインセンティブ

ここでは、所有権の提供ではな く競争圧力 を通 して、外部企業へのインセンティブを確保 し外

部企業の協力 を引き出す方法について検討する。ZajacandOlsen(1993)は 、取引関係にある者がイ

ノベーションや品質改善などの価値創造の動機を持つ ことによって、取引費用の低減 にとどまら

ず取引価値を最大にするように行動すると論 じている。ここでは、こうした動機 を導 くインセン

ティブを提供する組織間の関係を分析する。

日本の自動車メーカーは、部品メーカーとの契約 を、不完備性 を伴いやすい基本契約 にとどめ

てお り、欧米 の自動車 メーカーに比べ少数の部品メーカーと長期 にわたって取 り引 きしている。

そ して、この関係から部品メーカーのコンピタンス を引き出すことに成功 していると考えられる。

MacMillan(1990)やRichardson(1993)に よると、 日本の自動車 メーカーは、長期的取引関係にある部

品メーカー同士での受注競争 を基本方針 とし、この競合関係を維持するためにい くつかの方策を

とっている。 たとえば、承認図や指示図などに示 される、部品メーカー間の技術の移転や共:有化

によって、技術や能力のレベル格差が生 じないようにする。その一方で、契約後の部品購入価格
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の固定化 によって、コス ト低減競争 に関する部品メーカーのイノベーシ ョンを促進 させる。 日本
の部品メーカーが、組立メーカー側 に対 して、先述 の関係的技能(浅沼,1997pp,222-225)と いうコ
ンピタンスを発揮するのは、.こ うした部品供給業者 間の競争 という背景があるからである。関係

的技能は、特定の組立メーカーにのみ効果がある点で特定性をもった資源である。これについて

Dyer(1997)は 、日本の自動車産業が、少数の部品メーカー間の競争によって高い関係特定性 と低い

取引コス トという一見矛盾 した点を両立させていることを指摘 している。

外部 コンピタンスの活用に際 して、 コンピタンスの供給側 をスイッチすることによって、供給

側の成果に影響を与える外注企業の行動をここでは分析する。供給企業が1社 の場合 と複数ある場

合 とを比較する。 もちろんスイッチするためには、潜在的にせよ複数の供給企業の存在が必要 と

なる。取引関係 において外注企業 に発生する費用 について、セッ トアップ費用、 トレーディング.

費用そ して競争費用の3つ が指摘 される(Richardson,1993)。

セッ トアップ費用 とは、外注側 と供給側の関係 を構築するための固定費である。セ ットアップ

費用 はサ ンクコス トとなる関係特定的投資であ り、関係取引外ではほとん ど価値がない。 よって

供給企業 を別の企業に変更する場合 には、 この費用 を無駄にすることになる。また、適当な供給

企業 をさがして契約 を締結するまでの費用 も含 まれる。供給企業の製品が差異化 している場合に

は、代替品が見つか りにくいために、差異化 していない場合に比べてセッ トアップ費用 は高 くな

る。 もし、その製品が特注品であ り、他 に変わ りうる提供企業が存在 しない場合 には、この費用

は極めて高 くなる。長期的な取引関係にある場合、取引企業間では互いの要求や能力 を熟知 し、

取引の成果を高めていることが多い。 この関係 をやめて新 しい企業 と取引することは、セ ットア

ップ費用を再負担することになると考えられる。

トレーディング費用 とは、注文、スケジュールそして成果のチェックなど、取引そのものに関

わる調整やコミュニケーションについて発生する費用である。供給企業のパ フォーマンスの監視

や、契約履行の要求に関わる費用であるといえる。 さらに、契約見直 しの交渉の費用 も含 まれる

だろう。競争費用 とは、供給企業のパフォーマ ンスの低 さによって、外注企業が被る売上高の減

少である。供給企業の製品やサービスの品質が低い場合、外注企業の製品やサービスの質 も低下

する。その結果、市場 における外注側の競争力が損なわれ、売上高の減少が生 じる。

以上の費用 に関 して、簡単なゲーム理論モデルを用いて、供給企業が1社 である場合 と2社 の場

合 とを比較する。

「単独の供給企業のパフォーマンス」

図2の2期 モデルは、単独供給の際の問題点 を示 している。価格、取引量、品質などについて、

契約が締結 される。供給企業は、価格pで 各期に数量qを 供給する。第1期 において供給企業は、

外注側に対 しコンピタンスを十分に発揮 したパ フォーマンスを示す(H)。 あるいはコンピタンスを

あまり発揮せず にパフォーマ ンスする(L)。第2期 に先立 って、買い手側 は供給企業 を変更するか

どうかを決定する。ここで各記号を次のように定義する。

k(・):供 給企業のパフォーマンスにともなう供給企業の単位あた り費用

S:セ ットアップ(ズイッチング)費用

T(・):供 給企業のパ フォーマンスの関数としての外注企業の トレーディング費用

C(・):供 給企業のパ フォーマンスの関数としての外注企業の競争費用

S(2):供 給企業2社 に対するセットアップ費用
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T(H,H):第1期 、第2期 に高いパフォーマンスを上げた場合の トレーディング費用

C(H,H):第1期 、第2期 に高いパ フォーマンスを上げた場合の競争費用

そ して、以下を仮定する。

仮定1、S(2)>S:供 給企業2社 へのセットアップ費用 は、1社 の場合のセットアップ費用 より大 きい。

仮定2、k(H)>k(L):低 パフォーマ ンスよりも高パ フォーマンスの提供コス トは、供給企業にとっ

て高 くなる。

仮定3、T(H,H)<T(L,H)<T(L,L):低 パフォーマンスにともなう トレーディング費用は大 きい。

仮定4、C(H,H)<C(L,H)〈C(L,L):低 パ フォーマンスにともなう競争費用は大 きい。

仮定5、q(p-k(H))>o:供 給企業が高パフォーマンスを行った場合でも、その利得 はゼロより大きい。

供給企業が単独の場合、2期 モデルにおいて、すべての供給企業が第2期 に低いパフォーマンス

を提供する。供給企業は、低いパフォーマンスを提供することで報酬 を増大させることができる。

最終期 に高いパフォーマンスを示すインセンティブは存在 しない。なぜなら、異な1った供給企業

に変更するという、外注側の威嚇が意味を持たないからである。 しか し、第2期 に先だって供給企

業を変更するという威嚇を通 して、供給企業の第1期 に影響 を与 えることはできる。新 しい企業へ

変更する際 に負担する費用 はセットアップ費用であ り、この費用がゼロであるならば供給業者を

変更する威嚇によって、供給企業の高いパフォーマンスを確保で きる。図2で 示 されるように、部

分ゲーム完全均衡点(ナ ッシュ均衡点)は、同一企業 との取引で第1期 に高パ フォーマンス、第2期

に低パ フォーマンスを示す場合 となる。.もし、ゲームの回勢を増や したとしても有限であるかぎ

り、供給企業は最終回を除いて高いパフォーマンスを示す。

セ ットア ップ費用がゼロよりも大 きい とき、その費用のために買い手は供給企業 を変更で きな

くなる(S(2)>S)。 変更の威嚇を示せないために、第1期 のパ フォーマ ンスに影響を与えられなくな

る。ナ ッシュ均衡点は、同一企業 との取引で1期 および2期 とも低いパフォーマ ンスを示す場合 と

なる。ゲームの回数を増や したとしても有限である限 り、供給企業はすべての回で低いパフォー

マンスしか提供 しない。

この簡単なモデルによって、セットアップ費用の存在は、取引関係に強い影響を及ぼしているこ

とが分かる。セッ トアップ費用がゼロということは、関係特定投資が存在 しないことと、代替 しう

る供給企業の存在を意味 している。 しか し通例、外注側企業は単独の取引関係において、セットア

ップ費用を負担し特定投資を行うので、供給企業の機会主義的行動に遭遇することになるだろう。

図2外 注企業と供給企業の利得関係 「供給企業が1社 の場合」
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厂供給業者が2社 の場合のパ フォーマ ンス」

複数の供給企業 を保持する理由は、・パアォーマンスゐ水準を引き上げる方策 として競争圧力を用

いるためである。外注企業 は、インセンティブとして取引量の増減を用いる。.しか し一方で、複

数の供給企業を保持することは、各供給企業に対 してセッ トァップ費用および トレーディング費

用の負担 を意味する.・.こμを負担することで、供給企業間の取引量のシフトが可能 となる。

外注企業 と供給企業2社 との利得関係は、図3に示 されている。T(HH,LL)は 、2つ の供給企業が

第1期 において高いパフオーマンスを共 に示 し、第2期 において低いパ フオーマンスを共に示すと

きの トレーディング費用 と定義する。.競 争費用 も同様にして、C(HH,LL)と 定義する。

ここで次の仮定をお くb

仮定1、T(HH,LL)<T(HL,LL)<(LL,LL)1

トレーディング費用は、供給業者の低パ フ・オーマンスによって大きくなる。

仮定2、C(HH,LL)<C(HL,LL)<C(LL,LL):

競争費用は、供給業者の低パフォーマンスによって大 きくなる。 、

2つ の供給企業 は、第1期 に等 しい取引量112qを 与えちれる。もし、1社 が低パフォーマンスを示

し、他社が高パ フォーマンスを上げる場合、外注側は第2期 において高パ フォーマンス企業 との取

図3r外 注企業 と供給企業の利得関係 「供給企業が2社 の場合」
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引量 を増やす(割当α)。この割当 αによる利得が、第1期 に低パ フォーマンスを提供 して得られる

利得よりも大 きいとすれば、ナ ッシュ均衡点 は、供給企業2社 とも第1期 に高パ フォーマンス、第

2期 に低パフォーマンスを示す場合 となり、取引量のシフ トは発生 しない。ゲームの回数を増や し

たとしても有限である限 り、供給企業2社 は最終期 を除 くすべての期で、高パ フォーマ ンス を示す。

複数の供給企業と取引することで、供給企業間に競争圧力によるインセンティブを与 え、高いコ

ンピタンスを引き出すことができる。しか し、複数企業との取引では、企業ごとにセットアップ費

用や トレーディング費用が必要となり、取引企業の数が増える分だけ、これ らの費用は増加する。
一方、外注側の製品サービス販売量に、供給企業の報酬が大きく依存する関係 を築けるならば、供

給企業の高いパフォーマンスをひきだすことがで きる。この点に関 し、Asanuma(1985)は 、外注側

への売上依存度の関係か ら、単独供給のほうが部品メーカーのプロセス ・ノベーションのインセン

ティブを最大化するとしている。以上 を考慮すると、複数企業との取引であっても、企業数を絞 り

込み、供給企業の報酬 を外注企業の製品販売量 とリンクさせる策が望ましいといえるだろう。

1V'結 語にかえて

外部企業のコンピタンスをいかに活用するかについて検討 した。補完性ある資源の所有によっ

てインセンティブを確保する方法 と、競争圧力によってインセンティブを確保する方法の2つ を考

察 した。所有権理論では、補完性ある複数の資源を1つ の企業に所有 させることが望 ましい。 し

か し、企業買収や合併による解決には、インフルエンス費用や吸収能力の面から問題が生 じうる。

そこでコンピタンスをもつ企業へ補完性ある物的資源 を譲渡する方策が考えられる。一方、競争

圧力による解決には、セ ットアップ費用や トレーディング費用の増大の問題がある。 どちらの解

決策をとるかは、個々の企業がおかれた諸条件によると思われる。

ここで、この2つ の解決策を採用 したと思われる、企業のアウ トソーシング事例 をみてみる。 日

本 ヒューレット・パ ッカー ドと富士通の事例である。日本 ヒュー レット・パ ッカー ドは、1996年

にプリント基板工場 を設備ごと外部の業者、東洋電子工業へ売却 し、東洋電子からプリント基板

を購入するこ とにした。その結果、製造原価 を1割程度削減で きるようになったという。東洋電子

工業は、新技術への対応 と生産量の変動への柔軟 な対応 といったコンピタンス を有 していた。所

有権理論の観点か らすれば1こ うしたコンピタンスを持つ東洋電子に設備を売却することで、東

洋電子が補完性のある2つ の経営資源を所有することにな り、コンピタンスを発揮するインセンテ

ィブを高めた と考えられる。一方、富士通は無線機器 をつ くる自社工場 において、2つ の生産ライ

ンの運営を、組立作業 にコンピタンスをもつ外部企業2社 にそれぞれ委託 している。そ して、これ

ら2社 は互いに競争するなかで、担当する生産ラインの工程改善 を繰 り返 し、作業効率を改善 して ・

いるという。富士通は、所有権によるインセ ンティブの改善ではなく、競争圧力 を通 して作業効

率向上 というコンピタンス発揮のインセンティブを与 えていると言えるだろう(5)。

(1)編 集 長 イ ン タ ビ ュ ー 東 哲 郎 氏[東 京 エ レ ク トロ ン社 長]

「コ ア技 術 以 外 は 他 社 の力 を活 用 買 収 で抱 え込 まず に素 早 く変 化 」 日経 ビ ジ ネ ス1997.12.1.

(2)所 有 権 理 論 の 定 義 お よ び仮 定 は 、 次 の 通 りで あ る(但 し、 よ り厳 密 で 詳 細 な仮 定 は 、Hartand

Moore(1990))0
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エ ー ジ ェ ン トiの 活 動X、 の 費 用 は 、C(X、)に よ っ て も た ら さ れ る 。 他 の エ ー ジ ェ ン ト と の 結 託 の 中

で 、 エ ー ジ ェ ン トiの 活 動 に よ っ て 生 み 出 さ れ る 限 界 価 値 は 、v三(S ,Alx)で あ ら わ さ れ る 。Aは 、

結 託 に よ っ て 保 有 さ れ る 資 源 を あ ら わ す 。xは 、 結 託 の メ ン バ ー に よ っ て と ら れ る 活 動 の ベ ク ト

ル で あ る 。・

資 源Aの サ ブ セ ッ トは 、 サ ブ セ ッ トSに よ っ て 支 配 さ れ る 。 こ の 関 係 を α(S)で あ ら わ す と 、 次

が 満 た さ れ る 。

B1:α(S)∩ α(S＼S)=φ

B2:ForallsubsetsS'ﾇS,a(S')ﾇa(S)

B3:α(φ)=φ

さ ら に 、 こ の モ デ ル は 以 下 の 仮 定 を お く。

仮 定A1・c・(・ ・)≧0・nd・ 、(0)=0,・;1・twicediffe・enti・bl・,・ 、∈[0 ,Xi],ifX、>0,

c'(x;)>Oandc"(x;)>0,forx;E[0,X;]withlimX; ..oc;'(x;)=Oand

lim、_XiCi璽(X;)=OO

仮 定A2・v(S,Alx)≧Oandv(¢,Alx)=o,v(S,a)X)istwicediffrentiableinx .,x、∈[0,X、],

ifX;>0,vi(S,AIx)≧0,forx;∈[0,X;],v(S,Alx)isconcaveinx .

仮 定A3.v'(S,Alx)=0,ifi∈S

仮 定A4.∂/∂ ろv'(S,Alx)≧0,forallj≠i.

仮 定A5.ForallsubsetsS'⊆S,A⊆A,

v(S,AIx)Zv(S',A'Ix)十v(S¥S',A¥A'Ix)

仮 定A6.ForallsubsetsS'⊆S,A'⊆A,

vi(S,A[x)≧vi(S',A,lx).

本 稿 で は 、 資 源 に ア ク セ ズ し て 、 初 め て 補 完 性 の 成 果 が 現 れ る と 仮 定 す る 。 つ ま り 、 活 動xは 、

資 源 へ の ア ク セ ス に 従 属 し て い る 。 活 動xは 、 資 源 の 価 値 を 生 み 出 し た り変 え た り す る こ と は な

い 。 し か し 、 反 対 に 資 源 へ の ア ク セ ズ は 、 活 動 の 価 値 創 出 に 影 響 を 与 え る 。 こ の 場 合 に は 、『

v'(A)=v'(S,Alx)

・が 成 立 す る こ と に な る 。・

(3)シ ャ ー プ レ イ 値 は 、 次 の よ う に 定 義 さ れ る 。

ΣP(S)[v(S,Alx)一v(S＼{i},A(S＼{i}ix)]

Sli∈sp(S)≡[(s-1)!(1-s)!]加 、

s:あ る サ ブ セ ッ トSの エ ー ジ ェ ン トの 数 、1:エ ー ジ ェ ン トの 全 数

(4)企 業Mは 、4つ の 種 類 の 結 託 に含 ま れ う る 。 す な わ ち 、{M,N,0}{M,N}{M ,0}{M}の 場 合 で

あ る 。 そ れ ぞ れ が 生 じ う る 可 能 性p(S)は 、113 ,116,116,1/3で あ る 。

(5)』「強 者 連 合 で 勝 ち 抜 く ア ウ トソ ー シ ン ゲ 新 時 代 」 『日 経 ビ ジ ネ ス 』1997.12.8.を 参 考 に 論 述 し た 。

Asanuma,B.,'TheorganizationofpartssupplyintheJapaneseautomotiveindustry
,'Japanese

EconomicStudies,Vo1.15,1985,Summer ,32-53.

浅 沼 萬 里 『日 本 の 企 業 組 織 革 新 的 適 応 の メ カ ニ ズ ム 』 東 洋 経 済 新 報 社 ,1997.
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